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福祉用具購入Ｑ＆Ａ


平成２３年１１月１５日

南あわじ市福祉部長寿福祉課介護保険係
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福祉用具の定義（介護保険法第44条、第56条）

「福祉用具とは、心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障がある要介護者等の日常生活上の
便宜を図るための用具及び要介護者等の日常生活の自立を助けるものである」


　厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目

(最終改正　平成21年3月13日老計発第0313002号　老振発第0313004号老老発第0313004号）最終改

（１）腰掛便座

次のいずれかに該当するものに限る。

①和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの
②洋式便器の上に置いて高さを補うもの

③電動式又はスプリング式で便座から立ち上がる際に補助できる機能を有しているもの

④便座、バケツ等からなり、移動可能である便器（居室において利用可能であるものに限る。）

（２）特殊尿器

尿又は便が自動的に吸引されるもので居宅要介護者等又はその介護を行う者が容易に使用できるもの

（３）入浴補助用具

購入告示第3項各号に掲げる「入浴補助用具」は、それぞれ以下のとおりである。

①入浴用いす

座面の高さが概ね35ｃｍ以上のもの又はリクライニング機能を有するものに限る。

②浴槽用手すり

浴槽の縁を挟み込んで固定することができるものに限る。

④入浴台

浴槽の縁にかけて浴槽への出入りを容易にすることができるものに限る。

⑤浴室内すのこ

浴室内に置いて浴室の床の段差の解消を図ることができるものに限る。

⑥浴槽内すのこ

浴槽の中に置いて浴槽の底面の高さを補うものに限る。

⑦入浴用介助ベルト

身体に直接巻き付けて使用するもので浴槽への出入り等を容易に介助することができるものに限る。
（４）簡易浴槽

購入告示第４項に規定する「空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるもの」とは、硬質の材質であっても使用しないときに立て掛けること等により収納できるものを含むものであり、また、居室において必要があれば入浴が可能なものに限られる。
（５）移動用リフトのつり具の部分

身体に適合するもので、移動用リフトに連結可能なものであること。

○複合的機能を有する福祉用具

２つ以上の機能を有する福祉用具については、次のとおり取り扱う。

①それぞれの機能を有する部分を区分できる場合には、それぞれの機能に着目して部分ごとに１つの福祉用具として判断する。

②区分できない場合であって、購入告示に掲げる特定福祉用具の種目に該当する機能が含まれているときは、福祉用具全体を当該特定福祉用具として判断する。

③福祉用具貸与の種目及び特定福祉用具の種目に該当しない機能が含まれる場合は、法に基づく保険給付の対象外として取り扱う。

Ｑ．１【金額の制限】

　腰掛便座の範囲は、家具調のもの、ウォームアップ機能付きのものなど高額なものもあるが、特に制限はないか。

Ａ．家具調のもの等、金額に関わらず、利用者が選択すれば対象とする。


Ｑ．２【手動式の特殊尿器】

　手動式（尿が自動的に吸引されるものでない）ものについては、対象とならないか。

Ａ．対象とならない。


Ｑ．３【特殊尿器】

　しびんは特殊尿器として対象にすることができるか。
Ａ．対象にならない。

Ｑ．４【浴室内の滑り止めマット】

　浴室内すのこについては、「浴室内において浴室の床の段差の解消を図ることができるものに限る」となっているが、段差の解消を目的とした滑り止めマットについても購入の対象としてよいか。
Ａ．滑り止めマットは「浴室内すのこ」に該当しないため支給対象外とする。

Ｑ．５【簡易浴槽の範囲】

利用者が寝たまま利用できる組み立て式の洗髪器は、簡易浴槽に含まれると解釈してよいか。
Ａ．部分浴に係る器具（洗髪器や足浴器）は、簡易浴槽には含まれず、給付対象とは認めない。
Ｑ．６【複合的機能を有する福祉用具】

空気式簡易浴槽と合わせてエアコンプレッサーを購入した場合、エアコンプレッサーの費用も福祉用具購入費として支給してよいか。また、エアコンプレッサーが本体と一体になった商品があった場合、一体型の商品を購入する場合と、別に購入する場合で、上記の取り扱いは異なるか。
Ａ．エアコンプレッサーが簡易浴槽と不可分のものとして一体で販売されている場合はエアコンプレッサーも含めて対象とし得るが、エアコンプレッサーのみを単体で購入する場合は対象外である。

Ｑ．７【福祉用具購入費の支給】

　居宅介護（介護予防）福祉用具購入費はどのような場合に支給されるか。

Ａ．居宅介護（介護予防）福祉用具購入費は、要介護（要支援）被保険者の日常生活の自立を助けるために、市町が必要と認める場合に限り支給される。
　　居宅介護福祉用具購入費支給限度額管理期間（毎年４月１日から３月３１日までの１２月間）において、同一の種目の特定福祉用具を既に購入し、居宅介護（介護予防）福祉用具購入費が支給されている場合は支給されない。


Ｑ．8【同一種目の福祉用具の支給①】

同一種目の特定福祉用具に係る福祉用具購入費の支給は、同一限度額管理期間内においては原則１回とされているが、限度管理期間が変われば、同一種目を購入しても、購入費が支給されるか。

Ａ．　規則７０条第1項では「要介護被保険者の日常生活の自立を助けるために必要と認められる場合に限り支給する」ことが規定されているが、ここでいう「必要性」には被保険者の身体特性に照らした特定福祉用具の「使用」の必要性と当該用具の「購入」の必要性とが含まれているものと解される。

このため、既に保有している当該福祉用具を購入する「必要性」が認められなければ支給することはできないものと考える。

次に掲げる場合について、市が必要と認めるときは支給対象となる。

①既に購入した福祉用具が「破損」した場合
②被保険者の身体状況の悪化等により、既に保有している福祉用具が適さなくなった場合
③その他特別の事情のある場合

Ｑ．9【同一種目の福祉用具の支給②】

規則第７０条第２項にて、「居宅介護福祉用具購入費支給限度額管理期間において、同一の種目の特定福祉用具については支給しない。」とあるが、次の場合どうか。
①昼間は和式便器の上において腰掛式に変換する腰掛便座を既に購入しているが、夜間、居室にて利用するためのポータブルトイレを新たに購入することは可能か。

②入浴補助用具の入浴用いすと浴槽用手すりの購入は可能か。　

Ａ．「規則７０条第２項ただし書」に基づき判断することとなるが、①は、本人の身体上の事情によりやむを得ないと判断できれば支給可能である。②は、目的が異なるため購入可能とする。
Ｑ．10【同一種目の福祉用具の支給③】

入浴用椅子の申請で、体格的に一つでは不安定という身体状況がある場合、２つ同時に購入することはできるか。規則第７０条第２項本文では、「既に購入しており、かつ、･･･購入費が支給されている場合」は支給しないとされているところであり、同時に購入する場合はこれに該当しないと考え、必要性を市町村で認めれば給付することができると考えるがいかがか。

Ａ．規則７０条第２項（「居宅介護福祉用具購入費支給限度額管理期間において、同一の種目の特定福祉用具については支給しない。」）の趣旨は、同一管理期間内に同じ福祉用具を２つ以上購入することを原則として禁止するというものである。ただし、同一の種目の福祉用具であっても、用途および目的が著しく異なるものであれば給付可能である。体格的に１つで不安なら、大きいものを購入すれば済む問題であり、このような事例を「その他特別の事情がある場合」と判断して支給するのは難しい。


Ｑ．11【支給限度額管理期間①】

福祉用具購入費の支給限度額管理期間は、4月1日から12ヶ月間となっているが、購入日、支給申請日等のいずれを基準として管理するのか。

Ａ．居宅介護福祉用具購入費の支給限度額については、介護保険法第４４条第４項で「居宅要介護被保険者がつきを単位として厚生労働省令で定める期間において購入した特定福祉用具につき支給する居宅介護福祉用具購入費の額の総額は、･･･を超えることができない。」と規定されていることから、購入日を基準とし管理を行うこととなる。なお、購入日は、支給申請書に記載された購入年月日と領収証で確認することとなるが、原則として領収証の日付をもって購入日とする。
Ｑ．12【支給限度額管理期間②】

福祉用具購入費の支給限度額管理期間は、4月1日から12ヶ月間となっているが、３月に認定申請したものが３月、４月に各１０万円、すなわち連続する２ヶ月間に合計２０万円の支給を受けることは可能か。

Ａ．可能である。

Ｑ．13【年度を跨ぐ申請】

福祉用具の購入費について、

①平成2２年度に福祉用具の引渡しを受け、平成2３年度に代金の支払保険給付を請求した場合

②平成2２年度に福祉用具の引渡しを受け、代金も支払ったが、給付の請求は平成2３年度に行う場合、などが考えられるが限度額管理はいずれの年度において行われるのか。

Ａ．介護保険法第４４条においては、福祉用具を購入したとき、すなわち代金を完済したときに保険給付の請求権が発生し、当該購入した日（代金を完済した日：実務的には領収証記載の日付）の属する年度において支給限度額を管理することとされている。したがって、①では平成2３年度において、②では平成2２年度において、それぞれ限度額管理が行われる（なお、②における保険給付は、会計支出上は平成2３年度のものとなる）。保険給付の請求権の消滅時効についても、保険給付の請求権の発生時（代金を完済した日）から起算する。

Ｑ．14【認定申請中の購入】

認定申請中に購入したものも支給対象となるか。

Ａ．購入日（領収日）が認定申請日以降であれば支給対象。申請前に購入した場合または非該当になった場合は対象外（全額自己負担）となる。

Ｑ．15【入所中の福祉用具購入のサービス報酬算定】

　　介護保険施設に入所している要介護者に対して、福祉用具購入のサービスを提供し、介護報酬を算定することができるか。

Ａ．介護保険の施設サービスを提供されている場合、福祉用具購入について介護報酬を算定することはできない。

Ｑ．16【入院している被保険者への支給】

指定介護療養型医療施設に入院している要介護者が福祉用具貸与・購入のサービスを受け、報酬を算定することができるか。また、指定を受けていない医療機関に入院している場合はどうか。指定介護療養型医療施設に入院している場合は、介護保険の施設サービスを受けており、福祉用具貸与・購入のサービスについて介護報酬を算定することはできないと考え、また、指定を受けていない医療機関に入院している場合についても、介護保険の施設サービスを受けてはいないが、本来入院中のものの福祉用具等については医療機関において提供されるべきものであることから、サービスを受けることはできないと考えるがいかがか。
Ａ．対象外とする。

Ｑ．17【特定施設入所者の居室での福祉用具購入】

①有料老人ホームの入所者で特定施設入所者生活介護を算定している要介護被保険者について、専用の居室内においてのみ使用する場合、福祉用具購入費の支給は認められるか。

②グループホームの入所者で①と同様に専用の居室内においてのみしようする場合、福祉用具購入費の支給は認められるか。

Ａ．特定施設入所者生活介護及びグループホームのサービス給付を受けている利用者に対する福祉用具購入費の支給は制度上、可能であるが、施設では整備されていることが前提のため、一般的に必要ないと考えられる。しかし、個室において特段の事情がある場合には支給対象となりうる。

Ｑ．18【施設退所前の支給】

退所（退院）を前提とした一時帰宅制度利用時に購入したものについて対象としてよいか。

Ａ．利用者が在宅での生活を支援するために福祉用具の購入費を給付対象としていることから、在宅で生活している居宅要介護被保険者が購入した場合に対象となることが原則である。
しかしながら実態としては外泊などを重ねながら徐々に退院するケースも考えられるが、その場合は、一時帰宅制度利用後１ヶ月以内の退所を前提として購入し、退所後に支給申請を行う。領収書の日付は、入所（入院）であっても介護認定有効期間内であれば支給対象になるが、退所できなかった場合は全額自己負担となる。
Ｑ．19【転居した場合の申請先】

南あわじ市で認定を受けた要介護者が特定福祉用具を購入し、まもなくＢ市に転出した場合、支給申請をＢ市に対して行うことは可能か。転入元の南あわじ市で認定を受け、購入時点で受給権を有していれば、Ｂ市に支給申請を行うことも可能と考えるがいかがか。あるいは、購入時点で福祉用具購入費の請求権を生じ、限度額管理も購入日の属する年度単位で行うことから、時効により請求権が消滅するまでは南あわじ市に対して支給申請することとなるのか。

Ａ．南あわじ市の被保険者であった期間に購入しているため、南あわじ市に申請する。

Ｑ．20【福祉用具購入費支給申請の記載内容】

　居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の支給の申請について、どのように定められているか。

Ａ．利用者は、次に掲げる事項を記載した申請書等を市町に提出することで、償還払いによる支給を受けることができる。

①福祉用具の種目、商品名、製造事業者及び販売事業者名

②福祉用具の購入に要した費用及び購入を行った年月日

③福祉用具が必要である理由（必要性が居宅サービス計画に記載されている場合は、居宅サービス計画を添付することで足りる）

④領収書（本人宛て）

⑤パンフレット等、福祉用具の概要を記載した書面

なお、領収書については住宅改修の場合と同様の取り扱いとし、必ず領収証原本の提出が必要となる。原本を利用者に返却する必要がある場合は、提出時に必ず、原本返却の旨を申し出ること。市役所受付印を押印した上で、コピーをとり、原本を返却します。

また、①の製造事業者名の記載漏れが多く見受けられますが、必ず記載してください。

Ｑ．21【申請書の「福祉用具を必要とする理由」の記入】

支給申請書内の「福祉用具が必要な理由」の記入は、ケアマネージャーが記入することが適当と考えられるが、福祉用具購入のみを希望する被保険者で、ケアマネージャーが関わっていない場合は誰が記入するのか。

Ａ．住宅改修と異なり、ケアマネージャー等が記入することは求められていないので、本人または家族が記入することが可能。
Ｑ．22【福祉用具販売時の申請書類の確認】

居宅サービス計画が作成されていない要介護者等に福祉用具を販売する場合、福祉用具専門相談員はどのような対応をしなければならないか。
Ａ．居宅サービス計画が作成されていない要介護者等に福祉用具を販売する場合に、福祉用具購入費の支給を受けようとするときは、支給申請書に福祉用具を必要とする理由の記載が必要とされており、福祉用具専門相談員は、その福祉用具が必要である理由を記した支給申請書を要介護者等が作成しているかどうかを確認し、適切な助言を行う。


Ｑ．23【福祉用具販売事業所の指定】

居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給対象の特定福祉用具を販売する場合、指定福祉用具貸与事業と同様に、都道府県知事による指定は必要か。

Ａ．平成１８年４月より、要介護者に対する特定福祉用具販売、要支援者に対する特定介護予防福祉用具販売のそれぞれについて、都道府県知事（県民局長）への申請及び知事（県民局長）による指定が必要となった。

　　被保険者が当該指定を受けていない事業所で特定福祉用具を購入した場合は保険給付の対象とならない。


Ｑ．24【ポータブルトイレの部品交換】

ポータブルトイレのバケツ部分が破損した場合の「バケツ部分」の交換（購入）は対象となるか。

Ａ．『福祉用具を構成する部品については、福祉用具購入費の対象となる福祉用具であって、製品の構造上、部品交換がなされることが前提となっている部品について、市町が部品を交換することを必要と認めた場合には、介護保険の対象となる。（Ｈ19.１月兵庫県作成手引き）』とあることから、「破損」の場合のみ対象と認める。「汚れ」の場合は、その判断基準に個人差があり、判断が困難であることや、ポータブルトイレとして継続使用が可能であることから対象外とする。
Ｑ．25【部品の購入】

介護保険の適用となる福祉用具が故障した場合等、メンテナンスの必要から交換した部品の購入費は、福祉用具購入費の対象となるか。

Ａ．福祉用具を構成する部分については、福祉用具購入費の対象となる福祉用具であって、製品の構造上、部品交換がなされることが前提となっている部品について、南あわじ市が部品を交換することを必要と認めた場合には対象となる。
Ｑ．26【端数処理】

購入金額が１円単位で発生し、償還払いとなる自己負担分に１円未満の端数が発生した場合、どのように処理すればよいか。

Ａ．自己負担額の算定については、他のサービスと同様の考え方であって、購入に擁した費用に90/100を乗じて得た額（小数点以下切捨て）を購入した費用から除して得た額が自己負担額のため、端数は生じない。

Ｑ．27【消費税の取り扱い】

消費税についても給付対象となるか。また、自己負担額の端数はどのように処理すればよいか。

Ａ．消費税についても保険給付の対象になる。また、自己負担額については他のサービスと同様の考えであり、保険給付額を小数点以下切り捨てで処理し、残額が自己負担となる。
Ｑ．28【送料等の諸費用の取り扱い】

福祉用具購入費の対象となる特定福祉用具を購入した際に、送料、組立費等の諸費用がかかっている場合、これらの費用に着いても福祉用具購入費の支給対象としてよいか。

Ａ．福祉用具の購入の際に要した送料、組立費等、特定福祉用具そのものの対価ではない諸費用については、購入費の支給対象とならない。（したがって、購入価格と諸費用が別建ての料金体系となっている場合は、諸費用を除いた購入価格のみを支給対象とする必要があるが、諸費用込みで価格設定がされている場合は、全体として特定福祉用具の購入の対価とみなす。）

Ｑ．29【告示の文章について】

平成１１年厚生省告示第９４号について、「厚生大臣が定める居宅介護福祉用具購入費等の支給に係る特定福祉用具の種目」とあるが、文中の購入費等の「等」は、用品の搬入費や製品加工料を示しているのか。
Ａ．告示にある「等」は、居宅支援福祉用具購入費を示しているものである。
Ｑ．30【浴槽用手すり】

浴槽と天井と床の３点を固定する手すり（「コメット」）とその手すりに取り付けるフープ状の手すり（「フープアーム」）は対象となるか。

Ａ．浴槽用手すりについては、「浴槽のふちを挟みこんで固定することができるものに限る」とあり、この基準に該当すると判断できるため支給対象とする。
PAGE  
- 1 -

